




 （ 1 ）旧消費税法における信託の取扱い
 （ 2 ）本件認定の不具合とその調整方法
 3 　本件認定の不具合の発生原因
 4 　欧米における消費税制上の信託の取扱い
 （ 1 ）豪州 GST 法
 （ 2 ）英国 VAT 法







































































































































（ 6 ）本件受託者は、本件信託契約に基づき、平成18年 9 月 7 日に本件委託者と
の間で、本件受託者が本件委託者に対して月額 7 万4400円（本件土地 1 坪当
たり150円）の配当金を支払う旨の合意をしている。
（ 7 ）旧消費税法ないし現行消費税法の 6 条《非課税》は、一貫して別表






































































































































（GST 法23-5 条《登録義務者（Who is required to be registered）》）。そ
して、当該登録義務者が行う課税対象供給（同 9-5 条《課税対象供給
（Taxable Supplies）》）に対して GST の納税義務が発生する（同 9-40条











（14）GST を規定している法律の正式な名称は、「A New Tax System （Goods 
and Services Tax） Act 1999」である。なお、GST 法の現行法文等について
は、豪州政府の「Federal Register of Legislation」サイトにおいて閲覧す
ることができる（令和 2 年 3 月15日現在）https://www.legislation.gov.au/ 
Details/C2020C00067参照。
（15）やや分かりにくいため、GST 法184-1 条（2）項の原文を次に引用する。す
なわち、「The trustee of a trust or of a superannuation fund is taken to 
be an entity consisting of the person who is the trustee, or the persons 














などによって行われる事業（Business carried on in divisions or by 




（16）Australian Taxation Office「Trust」（令和 2 年 3 月15日現在）https://
www.ato.gov.au/Business/Starting-your-own-business/Before-you-get-
started/Choosing-your-business-structure/Trust/ 参照。
（17）VAT を規定している現行の法律の正式な名称は、「Value Added Tax 
Act 1994」である。なお、VAT 法の現行法文等については、英国政府の
「legislation.go.uk」サイトにおいて閲覧することができる。（令和 2 年 3 月
15日現在）http://www.legislation.gov.uk/ukpga/1994/23/contents 参照。
（18）HM Revenue and Customs「Entity to be registered: trust and pension 
funds: law」『HMRC internal manual VAT Registration』（2016）（令






（20）前掲注18、同資料の「Entity to be registered: trust and pension funds: 








となる（同 1 条《付加価値税（Value Added Tax.）》（2）項、同 3 条《納















（21）豪州財務省「Summary of Key Features of Other Trust Regimes」
『Consultation Paper「Modernising the Taxation of Trust Income ― 




法典（Consolidated Laws of New York）の第28章（Article 28）「売上及び
補正のための使用税（Article 28 Sales and Compensating Use Taxes）」に規
定されている。なお、同章は、1101条～1150条で構成されているが、その現
行法文等については、ニューヨーク州上院のサイトにおいて閲覧することが
























（23）ニューヨーク州税務財政局（Department of Taxation and Finance）
「Instruction for Form DTF-17 Application to Register for a Sales Tax 
Certificate of Authority」 3 頁（令和 2 年 3 月15日現在）https://www.tax.
ny.gov/pdf/current_forms/st/dtf17i.pdf 参照。
（24）前掲注22参照。
（25）ニューヨーク州税務財政局『A Guide to Sales Tax in New York State』






























（3），39-73，2019、43～44頁（令和 2 年 3 月15日現在）http://hdl.handle.
net/11178/7821参照。
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	 おわりに
　我が国の消費税制において、ただし書信託については、信託の受託者を
納税義務者としているにも関わらず、本文信託については、実質的な受益
関係に着目して、信託財産を敢えて受益者に帰属しているものと擬制し、
受益者を納税義務者とすることは、結果として、私法上の権利義務関係と
公法上の課税関係とを遊離させる結果となる場合があるといえよう。やは
り、私法上の権利義務関係を尊重して、課税関係をできる限り整合的に構
成することが無理のない考え方であり、現在の仕組みについては、そもそ
も本文信託とただし書信託との消費税法上の取扱いを異なるものとするメ
リットとデメリットが十分に吟味されていないようにも思われる。
　社会・経済の一段の成熟化が今後見込まれる我が国において、信託関連
税制は、重要性を更に増すものと考えられ、消費税についても、諸外国の
取扱いを更に研究して、より合理的かつ課税上の問題が生じにくいものと
する必要があるものと思われる。そのような観点から、拙稿によって将来
に向かって何らかの意味のある問題提起ができたとしたら大変幸いである。
